
 

一般社団法人日本私立看護系大学協会役員候補者選出規程 

 

（目的） 

第１条 一般社団法人日本私立看護系大学協会（以下「本法人」という。）定款第25条に

基づく一般社団法人日本私立看護系大学協会役員候補者の選出に必要な事項を定める

ものとする。 

（選挙管理委員会・立会人） 

第２条 理事会は、正会員の中から３名の選挙管理委員と１名の立会人を委嘱する。役員

候補者の選出に関する管理は選挙管理委員会が行う。 

２ 選挙管理委員会規程は、別に定める。 

３ 立会人は、投票及び開票に不正がないことを監視する。 

（選挙人・被選挙人） 

第３条 役員選挙は、役員任期にあわせて２年毎に行う。 

２ 選挙人・被選挙人は、公示までに会員校として認められている会員校のうち正会員を

代表する１名を選挙人、同じく１名を被選挙人として、選挙実施年の年度初めに登録

する。 

３ 被選挙人は、選挙人を兼ねることができる。 

（区分け） 

第４条 区分けは大学枠と短期大学枠とする。 

２ 大学枠は、別表１に規定する７地区とし、当該地区別に選挙人・被選挙人を置く。 

３ 短期大学枠は、別表１に規定する全国１地区とし、選挙人・被選挙人は短期大学に所

属する者とする。 

４ 第２項に定める大学枠の地区分けは、選挙人名簿作成時に登録されている会費請求書

送付先住所に基づき決定する。 

（理事候補者の選出）  

第５条 前条に定める大学枠・短期大学枠の理事定数に相当する数の理事候補者を投票に

より選出する。 

２ 大学枠の理事定数は、会員校が29校以下の地区は２名、会員校が30校～44校の地区は

３名とし、45校以上の地区は４名とする。 

３ 短期大学枠の理事定数は、１名とする。 

（理事次点者の選出） 

第６条 理事会は、前条により選出された理事が任期途中で辞任等により退任し、社員総

会で新たに後任者を選任する必要が生じた場合に備え、理事候補者の各地区別及び短

期大学枠において得票数の多い１名を次点者としてそれぞれ選出する。 

（指名理事の選出） 

第７条 会長は、本法人運営の円滑化を目的として、第５条の理事候補者とは別に正会員

の中から２名以内で理事候補者を指名することができる。 

（監事候補者の選出） 

第８条 監事候補者の選出は、大学枠・短期大学枠にかかわらず、被選挙人の中から投票

により２名選出する。 



 

（補欠監事候補者の選出） 

第９条 補欠監事候補者については、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第63条

第２項に定める補欠の候補者として、監事候補者の次点者のうち、得票数の多い順に

２名を選出する。 

（選挙の公示） 

第10条 選挙管理委員会委員長は、投票の２ヶ月前までに、役員選挙を公示する。 

（投票及び開票） 

第11条 投票は、無記名式とする。 

２ 選挙の投票方法は、電子投票とする。 

３ 理事候補者の投票は、大学枠では当該地区の理事定数に相当する候補者数を投票す

る。 

４ 理事候補者の投票は、短期大学枠では１名を投票する。 

５ 監事候補者の投票は、２名を投票する。 

６ 開票は、選挙管理委員会が行う。 

（役員候補者の決定） 

第12条 理事候補者は、大学枠各地区別及び短期大学枠において、有効得票数の多い者か

ら順に選出し、第７条により指名された２名以内の指名理事候補者を合わせて理事候

補者とする。 

２ 監事候補者は、有効得票数の多い者から順に２名を監事候補者とする。 

３ 補欠監事候補者は、監事候補者の次に有効得票数が多い順に２名を補欠監事候補者と

する。 

４ 役員候補者において同数の有効得票を得た者については、抽選により順位を決定する

ものとし、抽選の方法は選挙管理委員会へ一任する。 

５ 役員候補者として理事候補と監事候補に選出された者は、理事候補者とする。 

６ 選挙により選出された理事が任期途中で退任し、後任の理事を社員総会で選任する場

合には、原則第６条の理事次点者を理事候補者とする。ただし、理事次点者の就任が

難しい場合など特段の事情がある場合には理事会が後任候補者を選出することができ

る。 

７ 理事次点者と補欠監事候補者に選出された者は、理事次点者とする。 

（役員候補者選任案の作成と承認） 

第13条 理事会は、役員候補者選任案を作成し、社員総会に提出し承認を得る。 

（改廃） 

第14条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て会長が行う。 

 

附 則 

この規程は、平成29年７月15日から施行する。 

平成29年７月14日に選任された理事の任期は平成30年度総会までとし、既に就任して

いる理事については平成30年度総会までとする。 

附 則 

この規程は、平成30年４月１日から施行する。 



 

附 則 

この規程は、2019年５月26日から施行する。 

附 則 

この規程は、2020年１月26日から施行する。 

附 則 

この規程は、2021年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、2023年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、2023年７月30日から施行する。 

附 則 

  この規程は、2023年11月26日から施行する。 

附 則 

  この規程は、2025年４月１日から施行する。 

 

 

（別表１）理事候補者選出時の区分けと地区名 

区 

分 

け 

地区名と該当する都道府県名 

大 

 

学 

 

枠 

１．北海道・東北 地区 

北海道、青森、秋田、岩手、山形、宮城、福島                   

２．関東（東京以外）地区 

  群馬、栃木、茨城、埼玉、千葉、神奈川                      

３．東京 地区 

 東京                    

４．中部 地区 

新潟、愛知、長野、岐阜、静岡、山梨、富山、石川、福

井                       

５．関西・近畿 地区  

 三重、大阪、京都、奈良、和歌山、滋賀、兵庫                      

６．中国・四国 地区 

  鳥取、島根、岡山、広島、山口、香川、徳島、愛媛、高知              

７．九州・沖縄 地区 

  福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄 

短 

期 

大 

学 

枠 

 

全都道府県 


